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労組周辺動向 No. 231 

Labour Update 

2025 - 11 - 21 

1. 法・政策 

  

(1) 政府の経済対策、素案判明 外国人らの不動産取引巡り動向把握を強化 

  

政府が近く策定する経済対策の素案が11月10日、政府関係者への取材で判明した。地方自治体が

使える「重点支援地方交付金」を拡充し、プレミアム商品券や地域で活用できるマイナポイントな

どの発行を推奨して消費を促す。高市早苗首相肝いりの外国人政策に関しては、外国人に対する査

証（ビザ）の発行手数料を引き上げるとともに「難民認定申請対策を強化し、適正な出入国在留管

理を実現する」と明記。外国人などによる不動産取引の動向把握を強化し、全国の不動産・土地取

引の実態調査や分析に着手する。 

  

  

(2) 「令和７年６月末現在における在留外国人数について」 2025年11月10日 出入国在留管理

庁 

  

https://www.moj.go.jp/isa/publications/press/13_00057.html 

  

(3) 「本邦における不法残留者数について（令和７年７月１日現在）」 2025年11月10日 出入

国在留管理庁 

  

https://www.moj.go.jp/isa/publications/press/13_00058.html 
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(4) 解雇の金銭解決、制度設計議論へ 厚労省検討会 

  

解雇をめぐるトラブルを金銭で解決する「解雇の金銭解決制度」について、厚生労働省は１１月１

８日、経済学者や法学者らによる有識者検討会を設ける方針を決めた。解決金の水準など、導入し

た場合の具体的な制度設計について議論する方向だ。 

この日の審議会では、経営側から「（解決金水準などの）予見可能性を高め、安易な解雇が減る」

などと制度創設を求める声が出た一方、労働側は「結果として不当な解雇を正当化しかねず、安易

な解雇を促進しかねない」と反発した。 

  

「『労働局あっせんにおける解雇型雇用終了事案の分析』（概要）」 2025年11月18日 厚生労

働省・第205回労働政策審議会労働条件分科会 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001595980.pdf 

  

(5) 農林水産業の一部事業 労働者に労災保険を強制適用へ 厚労省 

  

国の労災保険の加入が任意となっている農林水産業のうち小規模な一部の事業について、厚生労働

省の審議会は、労働者を保護する観点などから強制適用とする方向で議論をまとめていくことに

なった。 

厚生労働省の審議会は、農林水産業で雇用されて働く労働者の割合が増えるなか、労働環境を整備

する必要性や、任意で加入している事業所でトラクターの下敷きや海への転落などの重大事故が発

生していて、労働者を保護する観点から、保険の適用拡大について議論してきた。 

農林水産省によると最大で14万の事業主が加入の対象になる。 

厚生労働省は審議会での議論がまとまれば、法律の改正案を2026年の通常国会に提出することに

している。 

  

「労災保険制度の具体的課題について」 2025年11月20日 厚生労働省・第124回労働政策審議

会労働条件分科会労災保険部会 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001597264.pdf 

  

  

2. 法違反・闘い 

  

(1) 「持ち帰り残業」巡り、半導体検査機器大手と４０歳代社員が和解…多い月は自宅で２００時

間超 

  

半導体検査機器大手のアドバンテスト（東京）に勤める４０歳代の男性社員が、自宅で長時間の

「持ち帰り残業」を強いられたとして、同社に残業代支払いを求めた訴訟を巡り、さいたま地裁で

和解が成立したことがわかった。同社が解決金４００万円を支払う内容で、男性側が１１月１０日

に明らかにした。和解成立は１０月１０日付。 

  

(2) 東京都内の1545事業場で違法な時間外労働 前年度より1割以上増加 東京労働局 １カ月あ

たり227時間の時間外・休日労働のケースも 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001595980.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001597264.pdf
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東京労働局によると、2024年度で違反な時間外労働があった都内の事業場は1545件で、2023年度

の1385件に比べて160件増加している。 

業種別では、小売業などの商業が300件と最も多く、飲食店などの接客娯楽業が200件、製造業が

125件などとなっている。 

  

(3) 職員の半数超に残業代未払い 公益通報調査で発覚 愛知・半田 

  

愛知県半田市は11月11日、全職員の56％にあたる1073人に対し、時間外勤務の報酬が未払いだっ

たと発表した。職員の公益通報に基づく調査で発覚した。約7600万円にのぼり、市は12月議会に

関連する補正予算案を提出し、来年2月に支給する。 

  

(4) 京都府立高のALT7人がスト 派遣会社賃下げ「不当」 

  

京都府立高で外国語指導助手（ALT）として働く20～40代の派遣社員7人が無期限のストライキに

踏み切ったと、加入する労働組合「ゼネラルユニオン」が11月12日、明らかにした。派遣元会社

「アルティアセントラル」（名古屋市）の賃下げが「不当だ」と訴えている。労組によると、ALT

のストライキは異例。 

府教育委員会と同社が派遣契約を結んでおり、前回契約した2023年度は月給24万円で、25年度は

21万円。労組側は、物価高が続く中でALTの生活は苦しく、月給25万円とすることを求めてきた。 

今月5日まで3回の団体交渉で、会社側は賃下げ理由について所定労働時間を8時間から7時間に変

更したためと説明した。 

  

(5) 埼玉の「カット野菜」工場で不法就労助長の疑い 市場は10年で2倍 

  

就労資格のないインド人を「カット野菜」の工場で働かせたとして、警視庁は埼玉県深谷市の野菜

加工会社「ベジミール」社長の石井誠容疑者（48）=埼玉県鴻巣市=ら2人を出入国管理法違反の疑

いで逮捕し、11月13日に発表した。法人としての同社も同容疑で書類送検した。 

工場は野菜を加工する場で、24時間稼働し、都内のスーパーなどにカット野菜を出荷していた。イ

ンド人の男らは、人手が足りない夜から明け方にかけて最低賃金で働いていた。工場で働く約460

人のうち約7割が外国籍だったという。 

信用調査会社によると、同社は2013年設立で、カット野菜など二つの生産工場を持ち、24年8月期

の売り上げは約73億円だった。 

カット野菜は、共働き世帯が増えるなどして人気が高まり、業界でつくる「野菜流通カット協議

会」（東京都中央区）によると、2024年の市場規模は1949億円と10年前の約2倍になった。 

  

(5) 関生支部めぐる裁判 ２審で一部無罪の判決 大阪高裁 

  

関西の生コンクート業者でつくる労働組合の幹部らが、滋賀県の建設工事現場で不備を指摘して業

務を妨害したとして威力業務妨害の罪などに問われた刑事裁判の２審で、大阪高等裁判所は幹部に

ついて実刑判決だった１審の一部を無罪とし、執行猶予のついた判決を言い渡した。 

この中で、石川恭司裁判長は １審で有罪とされた関生支部への金銭の支払いについて、「金銭支払

いの要求をしたことを直接認められる証拠がない」として恐喝の罪については、無罪を言い渡し

た。 

関生支部をめぐっては、２０１８年以降、組合員たちが滋賀・和歌山・京都などで相次いで恐喝な

どの疑いで摘発され、このうち組合側が争った８つの刑事裁判のうち２件で全員の無罪が確定し、

もう２件で一部の無罪が確定している。 
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3. 情勢・統計 

  

(1) UAゼンセンの賃上げ目標は正社員で6%以上、パートは7%－206年春闘 

  

中小企業が7割を占める国内最大の産業別労働組合UAゼンセンは6日、2026年春闘での賃上げ目標

を正社員で「6%以上」、パートで「7%」とする方針を示した。 

発表によると、正社員は基本給を引き上げるベースアップ（ベア）で4%、定期昇給を含めて6%以

上を要求する。全体の6割余りを占めるパート従業員ら短時間組合員は7%を目安に引き上げる。 

2025年度の最低賃金の目安は全国平均で時給1118円と、昨年度から63円引き上げられた。目安通

りに改定されれば初めて全都道府県で時給1000円を超える。 

もっとも、最低賃金の引き上げを巡っては企業側の慎重な姿勢がうかがえる。帝国データバンクの

10月の調査によると、2029年までに最低時給1500円以上に引き上げが可能かとの質問に対し、

「既に1500円以上」と「可能だと思う」の合計は27.6%にとどまった。 

春闘での高水準の賃上げを反映して基本給は増加基調にあるものの、物価高で賃金上昇を実感しに

くい状況が続いている。持ち家の帰属家賃を除く消費者物価指数（CPI）で算出した実質賃金は9月

に前年同月比1.4%減と9カ月連続でマイナスだった。 

  

(2) 経団連「働き方改革の再構築」提言へ“希望で労働時間拡大も” 

  

経団連は健康確保を前提に、社員が希望した場合には労働時間を拡大できるなど、柔軟に働き方を

選択できるよう「働き方改革の再構築」を提言する方針である。働き方改革をめぐっては、労使に

よって意見の隔たりも大きく、今後、議論を呼びそうだ。 

経団連は、来年の春闘に向け賃上げの勢いを定着させることが企業の責務だなどとする経営側の指

針となる基本方針の原案をまとめた。 

この中で、これまでの「働き方改革」について、働く人からは「もっと働きたい」との声があが

り、企業からは「業務の停滞や利益の減少が生じている」といった課題が指摘されているとしたう

えで、その要因の1つとして「『時間外労働』の削減に向けた取り組みが一律的かつ過度に行われ

ている可能性が指摘されている」としている。 

  

(3) 「外国人が増えると犯罪増える」は根拠なし 知事会が国民向け宣言案 

  

全国知事会は11月11日、外国人の受け入れなどに関するプロジェクトチーム（リーダー＝鈴木康

友・静岡県知事）の会合を開き、多文化共生社会の実現に向けた共同宣言案をまとめた。外国人の

受け入れが増える中、「外国人が増えると犯罪が増える」といった根拠がない情報がSNSで見受け

られると指摘し、国民の不安を払拭するよう国に正確な情報発信を求めるものだ。11月26日に開

く全国知事会議で正式決定する。 

全国知事会は7月末に開いた会議で、外国人は「地方自治体から見れば日本人と同じ『生活者』で

あり『地域住民』である」として、外国人の受け入れ環境整備を国に求める提言をまとめた。 

ただ、7月の参院選では外国人の流入規制強化を求めた参政党が躍進したことなどから、外国人増

加に対する不安が高まっているとして、知事会としてメッセージを発信するべきだという意見が出

ていた。 

宣言案では2024年10月時点で約230万人の外国人が労働者として働いており、在留外国人が増加

する中で、外国人の刑法犯の検挙件数が減少傾向にあることも指摘している。 
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「多文化共生社会の実現を目指す全国知事の共同宣言（案）」 2025年11月11日 全国知事会 

  

https://www.nga.gr.jp/committee_pt/item/03_siryo1.pdf 

  

(3) GDP7月～9月 6期ぶりにマイナス 実質の伸び率マイナス1.8％ 

  

内閣府が11月17日に発表したことし7月から9月までのGDPの速報値は、物価の変動を除いた実質

の伸び率が前の3か月と比べてマイナス0.4％となった。 

これが1年間続いた場合の年率に換算するとマイナス1.8％。 

項目ごとにみると、「輸出」はアメリカの関税措置の影響で自動車などの輸出が減ったことから前

の3か月と比べた伸び率でマイナス1.2％となった。 

また、「住宅投資」は大きく落ち込んでマイナス9.4％だった。 

一方、GDPの半分以上を占める「個人消費」はプラス0.1％、企業の「設備投資」はプラス1.0％と

なった。 

  

「2025年7～9月期四半期別ＧＤＰ速報 （１次速報値）」 2025年11月17日 内閣府 

  

https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/sokuhou/gaiyou/pdf/main_1.pdf 
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